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概　要

　本研究では、学校コミュニティの危機について概観し、それらを支える教育相談システムの構築につい

て検討した。危機事態においては、通常の教育相談システムに加えた支援が必要になるため、その際に必

要な簡易マニュアル（携帯用）を作成することで共通の動きや新たに発生する案件について対応が確認で

きるよう工夫した。最後に、とりわけ教育相談を包括する生徒指導について、主事が配置されていない小

学校における危機の対応について議論した。

キーワード：危機、教育相談、発達

＊福岡女学院大学
＊＊福岡市立西陵高等学校

Ⅰ．問題

　近年、幼児児童生徒を取り巻く社会、自然、制度、経

済等環境が大きく変わりつつある。いつ何時危機事態

に遭遇するかがわからない時代を迎えている（小谷 , 

2014）。

　危機状態について、Caplan（1961）は「人生上の重

要目標が達成されるのを妨げられる事態に直面した時、

習慣的な課題解決法をまず始めに用いてその事態を解決

しようとするが、それでも克服できない結果発生する状

態」と定義している。危機とはそもそも「危」という危

険と、機という「転機」の両価性の意味を有しており、

その対応によって、結果が変わっていく。

　とりわけ、学校コミュニティにおける危機は、個人の

発達的側面、個人を取り巻く環境の側面、学校という集

団の側面、学校を取り巻く地域という側面などが複雑に

関係していることから、それらの対応については、予防

を含め検討がなされている。

　これら日常生活に影響を与える危機について、林

（2012）は、災害や事件・事項等に伴う学校コミュニティ

の危機について、児童生徒のこころケアに関するシステ

マティックな実践について取り上げている。アメリカ合

衆国やイギリスでは、1990 年代から（渡辺，2013）、本

邦においても自然災害を契機に先進的取り組みのモデル

が示されているが、実際的問題としての認識ならびに稼

働力という点では、スクールカウンセラーを含めた学校

教育関係者、 行政（教育委員会等）で十分に共有されて

いるとはいえないことを指摘している。

　坂田・宇土・江口・山田・木下（2010）は、教育相談

システムについて、高等学校を対象に学校教育相談を生

徒指導と人権感覚との関連から概観し、教員養成段階に

おける教育相談の位置づけについて確認している。そし

て、それぞれの職種や校務運営組織、校務分掌上の立場

を理解した上で支援を円滑に行うために、校長のリー

ダーシップの下、教諭とスクールカウンセラーの実働シ

ステムの構築を検討し、既存組織の枠組みからの再編成

を行っている。その結果、学校生活ならびに学校教育活

動全体の中で密接な情報共有・行動連携が行われ、校務

分掌の各部署の機能を生かした学校教育相談システムが

構築され実働性が高まったことを報告している。

　教育相談は、「生徒指導の一環として位置づけられる

ものであり、しかもその中心的な役割を担うものである」

（文部省，2000）と生徒指導との関連が明示されている。

すなわち、教育相談システムを幼児児童生徒のために活

用するためには、教育相談の組織上の位置づけを明確に

し、生徒指導の一環として協働していくことが前提とな
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る。

　危機事態においては、近年の状況を踏まえ、各教育委

員会を中心とした対応マニュアルが作成されている（参

考文献参照）。これらはそれぞれの教育委員会で検討さ

れ、校務分掌上の役割や連携について記載されているも

のが多い。しかしながら、学校コミュニティに影響を与

え、機能不全に陥る状況においては、それらのマニュア

ルを確認しながら進めることは時間的に難しい場合が出

てくる。

　本研究では、教育相談システムの構築を進め実働性が

増している高等学校を対象に、危機に備える支援体制づ

くりを検討し、実際に起こる危機の混乱を最小限にする

ためのマニュアル、とりわけ混乱の際にリマインドでき

る簡易版を作成することを目的とする。

Ⅱ．方法

生徒支援経路図の作成：F 県内市立高等学校の教育相談

に関わる教諭ならびに養護教諭を中心に、福岡県臨床心

理士会（2005）の緊急支援の流れを中核として、フロー

チャートを作成した。また、危機となる事件・事故につ

いても福岡県臨床心理士会（2005）を参考に、新たな項

目を加えて表記した。

危機事態におけるチェック表：実際起こった危機事態で

みられた混乱事項を挙げ、生徒支援経路図と同時に確認

できるよう整理した。項目は、生徒だけでなく、教職員

も支援対象になることを意識化するための項目、関係機

関ならびに外部対応（主に警察ならびに報道関係）、会

議の流れ、保護者対応、葬儀参列等の 5 つの大項目の計

11 項目となった。項目の詳細は以下のとおりである。

①生徒・教職員への支援の柱、支援対象、危機的体験か

ら回復への過程（上地 , 2003 を改変）

②覚書 1（マスメディア対応、警察対応）

③覚書 2（緊急会議・職員会議、全校集会・学年集会、

クラス集会、個別対応）

④保護者対応（文書化含む）

⑤葬儀参列の留意点

　生徒支援経路図ならびに危機事態におけるチェック表

について、教育相談委員会（構成メンバー：学校長、副

校長、教頭、生徒指導主事、保健主事、各学年主任、人

権教育推進担当、養護教諭）で確認し、修正を加え、最

終的に 1 枚の用紙に記載し、教職員が危機事態において

携帯できるようにした（資料 1 ）。

Ⅲ．考察ならびに課題

　学校において、幼児児童生徒の生活と学習を主に支え

ているのは教職員である。教職員は、それぞれが様々な

人間観、発達観、教育観などを持ち教育活動を展開して

いる。通常の生徒指導ならびに教育相談であれば、情報

共有・行動連携が可能であっても、危機事態においては、

先の見通しが難しいことからメタ的に進めていくことが

困難になる。その結果、初期対応の誤りや遅れが出てく

る。校内組織や運営組織が機能している場合においても

危機事態への対応は単純に進むものではない。

　また、中学校は、生徒指導に関して、主事の法的位置

付けがあり、生徒指導主事を核とした教育相談体制が組

みやすい。学校教育法施行規則第 70 条第 1 項に「中学

校には、生徒指導主事を置くものとする。」とあり、同

条第 3 項に「生徒指導主事は、指導教諭又は教諭をもっ

て、これに充てる。」、第 4 項に「生徒指導主事は、校

長の監督を受 け、生徒指導に関する事項をつかさどり、

当該事項について連絡調整及び指導、助言に当たる。」

と身分や業務内容について規定されている。 

　また、 高等学校や特別支援学校等においても、学校教

育法施行規則第 104 条第 1 項、第 135 条 第 4 項及び第 5

項に、中学校における第 70 条に規定する内容を準用す

ると示されている。

　このように、中学校、高等学校、そして特別支援学校

等には、生徒指導主事の位置付けがあるが、小学校につ

いては、生徒指導主事に当たる職の規定がない。学校教

育法施行規則第 47 条の「・・・のほか、必要に応じ、

校務を分担する主任等を置くことができる。」という規

定を受け、小学校の校務分掌に生活指導部及や生活指導

主任、生徒指導主任を配置しているのが現状である。

　文部科学省（2001）は、生徒指導の組織形態について、

「独立型」「他の部等への所属型（多くは生徒指導部）」「専

門委員会型」を挙げており、各形態の長短所を次の通り

指摘している。「独立型」は、長所として教育相談独自

の考え方に基づいて運営できるが、短所として他の部署

との連携がうまくいかなければ危機介入の機動性に欠け

る。「他の部等への所属型」は、長所として教育相談は

生徒指導の一環という考えに立った理念として望まし

い。「専門委員会型」は、長所として組織間の共通理解

が得やすく、相談係の担当者が個別の対応に専念でき効

果的である場合が少なくないが、短所として他の部門と

の兼任者が多いため、定例会議が開催しにくい。このよ

うに、いずれの形態も長短所があるため、各校の実態に

即して柔軟な形態をとることが機動性を高めることにな

る（坂田ら , 2010）。

　本研究における危機を支える教育相談システムは、危

機介入の機動性が高い組織形態であることに加え、情報

連携ならびに行動連携を行うことを目的に進んでいる。

その場合であっても、危機事態では混乱が生じる。した

がって、小学校における主事不在の組織においては、よ

り意識して危機事態に備える必要がある。

　生徒指導提要（2011）では、学校種別にみた生徒指導

部の位置付けにおいて、 小学校、中学校、高等学校、特

別支援学校など、学校種によって学校の置かれた状況や 

背景、人事構成の違いなどから指導体制が異なってくる
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こと述べている。 とりわけ小学校について、「小規模校

化が一層進み、各学年単学級で構成している学校も少な

くない状況にあります。児童の生活が荒れ始め指導困難

な状況となっても、学年が単学級の場合、 担任一人では

なす術がなく、対応に苦慮していることも少なくないの

です。小学校の 6 年間を低学年、中学年、高学年と、2

年ごとの三つの集団に分けて、それに専科の教員や養 

護教諭、スクールカウンセラー、管理職などを配置して

組織的対応ができる体制づくりを進めていくことも大切

です。また、生徒指導主事（小学校では生活指導主任と

いう名称で呼ぶ場合が多い）は教員をもって充てること

になっており、他の学年の学級担任・ホームルーム担任

あるいは専科の教員が担当することとなりますが、当該

教員に業務が集中することがないよう、全校的視点に

立って人選と校務分掌組織の業務分担を決めていくこと

が大切です。小学校では、生徒指導主事の果たすべき役

割が大きく、学級の問題を全体の問題としてとらえ、全

校指導体制を構築するために中心的役割を担っているの

です。」と書かれている。

　本研究で作成した簡易マニュアルは、危機事態に活用

できるよう工夫がなされている。いずれの組織において

も活用できるよう期待したい。
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生徒 保護者

教職員 地域住民

担任･学年

副校長・教頭・事務長

報告・支援要請

教育委員会

高校改革担当・教育相談課

支援決定 ○覚 書

□緊急会議・職員会議

・役割分担の明確化

支援チーム スクールカウンセラー ・情報の枠組⇒文章化

メンバー：高校改革担当・教育相 （地域委員・緊急支援ブロック ※保護者・当事者の承諾

談課指導主事・派遣臨床心理士 リーダー・各区班長に連絡） ※伝達情報のずれ防止

※質疑応答の回答想定・明記

※職員間で共通理解

・正確な情報提供・共有

構成メンバー：委員長＝学校長・副校長・教頭・主幹教諭、スクールカウンセラー・ＰＴＡ会長 ※不安軽減・噂コントロール

　　　　　　　　　高校改革担当・教育相談課指導主事・派遣臨床心理士 ※安心感と大人への信頼感

※禁忌：死亡の場合は詳細×

○生徒・教職員への支援３本柱 　 自殺の場合は具体的手段×

1、正確な情報提供・共有 構成メンバー：副校長・教頭・主幹教諭・教務主任・生徒指導主事・保健環境美化部長 ・緊急支援の共通理解

2、ストレス反応と対処方法 　　　　　　　　　人権教育推進担当・各学年主任・養護教諭・その他（　　　　　　） ・健康観察の強化

　について情報提供 ↓

3、各自の体験や感情を表現 □全校集会・学年集会

　する機会の保障 　□情報共有と共通理解　[「心のケア」について・支援手順・役割分担・面接会場確保・配布プリント作成・印刷] ・集会に全職員参加

※発生後から３日間で実施 　□当事者生徒・保護者への支援　[支援内容と学校の取組みについて・心のケア・関係機関との連携] ・集団ヒステリー防止⇒着席

※通常状態に戻るには最低でも 　□職員支援　[事実関係報告（文章化）・ストレスマネジメント研修・生徒への対応方法・要配慮職員カウンセリング] ・正確な情報提供・共有

　　３ヶ月～６ヶ月 　□生徒支援　[事実関係報告（文章化）・「心の健康調査票」実施検討・個人面談・要配慮生徒カウンセリング] ・表現する機会の保障

　□保護者支援　[事実関係報告（文章化）・家庭での留意事項・要保護者カウンセリング] ・ストレス反応と対処法の情報提供

○対 象 　□ＰＴＡ打合わせ　[保護者会準備・配布プリント作成] ・健康観察の強化

一次支援対象 　□報道等外部対応　[広報窓口一元化(担当：教頭）] 　⇒要配慮生徒ピックアップ

　・該当クラス生徒（保護者） ↓

　・関係生徒 □クラス集会

二次支援対象 ・クラス単位⇒ケア時間確保

　・該当学年生徒 ①緊急職員会議 ②全校集会 ③緊急保護者会 ・各クラスに教員（３人）の配置

　・関係（部活等）生徒  学級集会 （司会進行：ＰＴＡ役員） 　（該当クラスには人選）

三次支援生徒 事実関係の報告（文章化） 事実関係の報告（文章化） 開催目的説明（ＰＴＡ会長） ・正確な情報提供・共有

　・類する経験をもつ生徒 支援チーム紹介 「心のケア」について説明 事実関係の報告（文章化） ・表現する機会の保障

　・家庭環境が不安定な生徒 「心のケア」について説明 健康観察の強化 支援内容と学校の取組み ・ストレス反応と対処法の情報提供

　・情緒の不安定な生徒 支援内容の説明と手順 スクールカウンセラー紹介 ・健康観察の強化

※全ての支援対象に該当する 生徒への対応方法 「心のケア」について説明 　⇒要配慮生徒ピックアップ

　　教職員を含む 保護者への対応方法 生徒への対応方法 ↓

健康観察の強化 家庭での健康観察強化 □個別対応

○危機的体験から回復への過程 ・個室を複数準備

第１段階　（ショック） ・カウンセラー・教員の配置

第２段階　（否認と逃避） ・表現する機会の保障

第３段階　（怒りと攻撃） ・ストレス反応と対処法の情報提供

第４段階　（自責と罪悪） ①職員への支援 ②生徒への支援 ③保護者への支援 ・要配慮生徒の保護者への

第５段階　（悲嘆と無力感） 「心のケア」について 「心の健康調査票」の実施 「心のケア」について 　連絡・連携

第６段階　（現実適応感） 生徒への対応方法 個別面談 生徒への対応方法

※関係が深く、強い衝撃を 保護者への対応方法 健康観察の強化 要配慮保護者カウンセリング □保護者対応（文書化含む）

　受けている人ほど進行が遅く ストレスマネジメント研修
ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）の
予防 専門機関との連携 ・正確な情報提供・共有

　初期の段階に長く留まる 要配慮教員カウンセリング 要配慮生徒カウンセリング ・家庭での留意事項

専門機関との連携 専門機関との連携 ・葬儀参列に関して学校方針

○覚　書 ・相談等の対応窓口一本化

□マスメディア対応 ・欠席者に対して（例：文書郵送）

広報窓口一本化※情報ずれ防止 　□「心の健康調査票」結果の検討・報告

記者会見⇒複数出席 　□支援内容の取組み報告・検証 □葬儀参列の留意点

報告内容の準備⇒文章化 　□再発防止の取組み ・学校の方針

生徒の取材自粛※二次被害防止 ・保護者の承諾

匿名報道の申入れ ・安全確保（交通手段・引率者）

・献花の取り扱い

□警察対応 ・参列生徒のケア

事実報告内容の確認

生徒の事情聴取について申入れ

ＰＴＡ会長校務委員会

校　長 関係機関

緊急支援チーム・緊急職員会議

緊急支援チーム結成（発生後24～72時間以内）

校内緊急支援チーム

支援プログラム内容・検討（発生後24～72時間以内）

支援プログラムの実施

　　	

　　危機となる事件・事故	

	

①生徒の自殺	

②学校管理下の事件・事故	

③校外で生じた事故死	

④自然災害・地域の衝撃的事件	

⑤生徒による殺傷事件	

⑥教師の不祥事発覚	

⑦教師の突然死	

⑧その他	


継続支援	

フォローアップ体制	


	

事件・事故発生	


資料１　簡易マニュアル（支援経路図）




